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(1)事前評価個表（案）



事前評価個表

整理

番号
１

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ26～（おおむね80年間）

事業実施地区名 十勝・釧路川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、寒冷な気候下にある本流域内の民間による造林が困難な奥地水源

地域において水源を涵養するため、独立行政法人森林総合研究所が分収造林契
かん

約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を行うことを目的としてい

る。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が造林地所有者、造林者と分

収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び雪害対策など事業実行に

関する技術指導を通じて、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 １件、事業対象区域面積 １９０ha

・事業対象都道府県：北海道

・総事業費： ４３３,６０８ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） ８１４,８３７ 千円

総費用（Ｃ） ３３８,３７１ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２.４１

第三者委員会の意見

評 価 結 果 ・必要性:水源涵養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とす
かん

るなど事業採択の必須要件をすべて満たしており、水源涵養など水土
かん

保全機能の発揮のため早急に森林を造成する必要があることから、事

業の必要性が認められる。

・効率性:投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認めら

れる。

・有効性:雪害対策や針広混交林化等水源涵養など水土保全機能の着実な発揮の
かん

ために必要な施業等が計画されており、事業の有効性が認められる。



事前評価個表

整理

番号
２

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ26～（おおむね80年間）

事業実施地区名 馬淵川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、積雪は比較的少ないものの、気候が冷涼な本流域内の民間による

造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するため、独立行政法人森林総
かん

合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を行

うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が造林地所有者、造林者と分

収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び寒害対策など事業実行に

関する技術指導を通じて、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 １件、事業対象区域面積 １０ha

・事業対象都道府県：青森県

・総事業費： ２５,７６０ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） ４２,６７７ 千円

総費用（Ｃ） ２０,２９４ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２.１０

第三者委員会の意見

評 価 結 果 ・必要性:水源涵養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とす
かん

るなど事業採択の必須要件をすべて満たしており、水源涵養など水土
かん

保全機能の発揮のため早急に森林を造成する必要があることから、事

業の必要性が認められる。

・効率性:投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認めら

れる。

・有効性:干害対策や針広混交林化等水源涵養など水土保全機能の着実な発揮の
かん

ために必要な施業等が計画されており、事業の有効性が認められる。



事前評価個表

整理

番号
３

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ26～（おおむね80年間）

事業実施地区名 閉伊川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、積雪は比較的少ないものの、気候が冷涼な本流域内の民間による

造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するため、独立行政法人森林総
かん

合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を行

うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が造林地所有者、造林者と分

収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び寒害対策など事業実行に

関する技術指導を通じて、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 ２件、事業対象区域面積 １５ha

・事業対象都道府県：岩手県

・総事業費： ４３,２６６ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） ６９,６４８ 千円

総費用（Ｃ） ３４,０８４ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．０４

第三者委員会の意見

評 価 結 果 ・必要性:水源涵養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とす
かん

るなど事業採択の必須要件をすべて満たしており、水源涵養など水土
かん

保全機能の発揮のため早急に森林を造成する必要があることから、事

業の必要性が認められる。

・効率性:投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認めら

れる。

・有効性:寒害対策や針広混交林化等水源涵養など水土保全機能の着実な発揮の
かん

ために必要な施業等が計画されており、事業の有効性が認められる。



事前評価個表

整理

番号
４

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ26～（おおむね80年間）

事業実施地区名 北上川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、積雪は比較的少ないものの、気候が冷涼な本流域内の民間による

造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するため、独立行政法人森林総
かん

合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を行

うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が造林地所有者、造林者と分

収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び寒害対策など事業実行に

関する技術指導を通じて、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 ３件、事業対象区域面積 ２１ha

・事業対象都道府県：岩手県

・総事業費： ６０,５６８ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） ８８,３５２ 千円

総費用（Ｃ） ４７,７１３ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） １．８５

第三者委員会の意見

評 価 結 果 ・必要性:水源涵養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とす
かん

るなど事業採択の必須要件をすべて満たしており、水源涵養など水土
かん

保全機能の発揮のため早急に森林を造成する必要があることから、事

業の必要性が認められる。

・効率性:投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認めら

れる。

・有効性:寒害対策や針広混交林化等水源涵養など水土保全機能の着実な発揮の
かん

ために必要な施業等が計画されており、事業の有効性が認められる。



事前評価個表

整理

番号
５

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ26～（おおむね80年間）

事業実施地区名 米代・雄物川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、全般に積雪が多く、地質的にも脆弱な山地が多い本流域内の民間

による造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するため、独立行政法人
かん

森林総合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造

成を行うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が造林地所有者、造林者と分

収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び雪害対策など事業実行に

関する技術指導を通じて、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 １件、事業対象区域面積 ５ha

・事業対象都道府県：秋田県

・総事業費： １２,８８６ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） ２２,８７６ 千円

総費用（Ｃ） １０,１５０ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．２５

第三者委員会の意見

評 価 結 果 ・必要性:水源涵養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とす
かん

るなど事業採択の必須要件をすべて満たしており、水源涵養など水土
かん

保全機能の発揮のため早急に森林を造成する必要があることから、事

業の必要性が認められる。

・効率性:投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認めら

れる。

・有効性:雪害対策や針広混交林化等水源涵養など水土保全機能の着実な発揮の
かん

ために必要な施業等が計画されており、事業の有効性が認められる。



事前評価個表

整理

番号
６

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ26～（おおむね80年間）

事業実施地区名 阿武隈川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、積雪は比較的少ないものの、気候が冷涼な本流域内の民間による

造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するため、独立行政法人森林総
かん

合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を行

うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が造林地所有者、造林者と分

収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び寒害対策など事業実行に

関する技術指導を通じて、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 ２件、事業対象区域面積 ２０ha

・事業対象都道府県：宮城県、福島県

・総事業費： ５７,４４０ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） ９３,８４５ 千円

総費用（Ｃ） ４５,２４８ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．０７

第三者委員会の意見

評 価 結 果 ・必要性:水源涵養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とす
かん

るなど事業採択の必須要件をすべて満たしており、水源涵養など水土
かん

保全機能の発揮のため早急に森林を造成する必要があることから、事

業の必要性が認められる。

・効率性:投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認めら

れる。

・有効性:寒害対策や針広混交林化等水源涵養など水土保全機能の着実な発揮の
かん

ために必要な施業等が計画されており、事業の有効性が認められる。



事前評価個表

整理

番号
７

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ26～（おおむね80年間）

事業実施地区名 阿賀野川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、全般に積雪が多く、地質的にも脆弱な山地が多い本流域内の民間

による造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するため、独立行政法人
かん

森林総合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造

成を行うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が造林地所有者、造林者と分

収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び雪害対策など事業実行に

関する技術指導を通じて、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 １件、事業対象区域面積 ８６ha

・事業対象都道府県：福島県

・総事業費： ２４５,６５０ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） ４４０,５９６ 千円

総費用（Ｃ） １９３,５１７ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．２８

第三者委員会の意見

評 価 結 果 ・必要性:水源涵養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とす
かん

るなど事業採択の必須要件をすべて満たしており、水源涵養など水土
かん

保全機能の発揮のため早急に森林を造成する必要があることから、事

業の必要性が認められる。

・効率性:投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認めら

れる。

・有効性:雪害対策や針広混交林化等水源涵養など水土保全機能の着実な発揮の
かん

ために必要な施業等が計画されており、事業の有効性が認められる。



事前評価個表

整理

番号
８

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ26～（おおむね80年間）

事業実施地区名 利根川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、気候が温暖で、下流に人口の集中した都市が形成されている本流

域内の民間による造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するため、独
かん

立行政法人森林総合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的

に森林の造成を行うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が造林地所有者、造林者と分

収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及びシカによる食害対策など

事業実行に関する技術指導を通じて、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 １件、事業対象区域面積 １０ha

・事業対象都道府県：群馬県

・総事業費： ３０,８０９ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） ５０,６２０ 千円

総費用（Ｃ） ２４,２７０ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．０９

第三者委員会の意見

評 価 結 果 ・必要性:水源涵養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とす
かん

るなど事業採択の必須要件をすべて満たしており、水源涵養など水土
かん

保全機能の発揮のため早急に森林を造成する必要があることから、事

業の必要性が認められる。

・効率性:投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認めら

れる。

・有効性:シカによる食害対策や針広混交林化等水源涵養など水土保全機能の着
かん

実な発揮のために必要な施業等が計画されており、事業の有効性が認

められる。



事前評価個表

整理

番号
９

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ26～（おおむね80年間）

事業実施地区名 富士川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、気候が温暖で、下流に人口の集中した都市が形成されている本流

域内の民間による造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するため、独
かん

立行政法人森林総合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的

に森林の造成を行うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が造林地所有者、造林者と分

収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及びシカによる食害対策など

事業実行に関する技術指導を通じて、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 ９件、事業対象区域面積 ５４ha

・事業対象都道府県：山梨県

・総事業費： １７９,９６０千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） ２８６,９２４ 千円

総費用（Ｃ） １４１,７７５ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．０２

第三者委員会の意見

評 価 結 果 ・必要性:水源涵養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とす
かん

るなど事業採択の必須要件をすべて満たしており、水源涵養など水土
かん

保全機能の発揮のため早急に森林を造成する必要があることから、事

業の必要性が認められる。

・効率性:投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認めら

れる。

・有効性:シカによる食害対策や針広混交林化等水源涵養など水土保全機能の着
かん

実な発揮のために必要な施業等が計画されており、事業の有効性が認

められる。



事前評価個表

整理

番号
10

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ26～（おおむね80年間）

事業実施地区名 天竜川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、気候が温暖で、下流に人口の集中した都市が形成されている本流

域内の民間による造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するため、独
かん

立行政法人森林総合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的

に森林の造成を行うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が造林地所有者、造林者と分

収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及びシカによる食害対策など

事業実行に関する技術指導を通じて、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 １件、事業対象区域面積 ７ha

・事業対象都道府県：長野県

・総事業費： ２０,９７２千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） ３９,１７８ 千円

総費用（Ｃ） １６,５２２ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．３７

第三者委員会の意見

評 価 結 果 ・必要性:水源涵養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とす
かん

るなど事業採択の必須要件をすべて満たしており、水源涵養など水土
かん

保全機能の発揮のため早急に森林を造成する必要があることから、事

業の必要性が認められる。

・効率性:投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認めら

れる。

・有効性:シカによる食害対策や針広混交林化等水源涵養など水土保全機能の着
かん

実な発揮のために必要な施業等が計画されており、事業の有効性が認

められる。



事前評価個表

整理

番号
11

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ26～（おおむね80年間）

事業実施地区名 神通・庄川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、全般に積雪が多く、地質的にも脆弱な山地が多い本流域内の民間

による造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するため、独立行政法人
かん

森林総合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造

成を行うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が造林地所有者、造林者と分

収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び雪害対策など事業実行に

関する技術指導を通じて、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 ３件、事業対象区域面積 ５３ha

・事業対象都道府県：富山県、岐阜県

・総事業費： １４８,３３５ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） ３２７,９７５ 千円

総費用（Ｃ） １１６,８５５ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．８１

第三者委員会の意見

評 価 結 果 ・必要性:水源涵養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とす
かん

るなど事業採択の必須要件をすべて満たしており、水源涵養など水土
かん

保全機能の発揮のため早急に森林を造成する必要があることから、事

業の必要性が認められる。

・効率性:投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認めら

れる。

・有効性:雪害対策や針広混交林化等水源涵養など水土保全機能の着実な発揮の
かん

ために必要な施業等が計画されており、事業の有効性が認められる。



事前評価個表

整理

番号
12

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ26～（おおむね80年間）

事業実施地区名 九頭竜川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、全般に積雪が多く、地質的にも脆弱な山地が多い本流域内の民間

による造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するため、独立行政法人
かん

森林総合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造

成を行うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が造林地所有者、造林者と分

収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び雪害対策など事業実行に

関する技術指導を通じて、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 ８件、事業対象区域面積 １４５ha

・事業対象都道府県：石川県、福井県

・総事業費： ４０７,８５３ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） ８２５,５７５ 千円

総費用（Ｃ） ３２１,２９３ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．５７

第三者委員会の意見

評 価 結 果 ・必要性:水源涵養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とす
かん

るなど事業採択の必須要件をすべて満たしており、水源涵養など水土
かん

保全機能の発揮のため早急に森林を造成する必要があることから、事

業の必要性が認められる。

・効率性:投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認めら

れる。

・有効性:雪害対策や針広混交林化等水源涵養など水土保全機能の着実な発揮の
かん

ために必要な施業等が計画されており、事業の有効性が認められる。



事前評価個表

整理

番号
13

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ26～（おおむね80年間）

事業実施地区名 木曽川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、気候が温暖で、下流に人口の集中した都市が形成されている本流

域内の民間による造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するため、独
かん

立行政法人森林総合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的

に森林の造成を行うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が造林地所有者、造林者と分

収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及びシカによる食害対策など

事業実行に関する技術指導を通じて、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 ９件、事業対象区域面積 １３１ha

・事業対象都道府県：岐阜県

・総事業費： ３９９,８６３ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） ８２３,５０６ 千円

総費用（Ｃ） ３１５,００８ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．６１

第三者委員会の意見

評 価 結 果 ・必要性:水源涵養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とす
かん

るなど事業採択の必須要件をすべて満たしており、水源涵養など水土
かん

保全機能の発揮のため早急に森林を造成する必要があることから、事

業の必要性が認められる。

・効率性:投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認めら

れる。

・有効性:シカによる食害対策や針広混交林化等水源涵養など水土保全機能の着
かん

実な発揮のために必要な施業等が計画されており、事業の有効性が認

められる。



事前評価個表

整理

番号
14

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ26～（おおむね80年間）

事業実施地区名 由良川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、降水量が少なく、脆弱な地質の山地が多い本流域内の民間による

造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するため、独立行政法人森林総
かん

合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を行

うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が造林地所有者、造林者と分

収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び干害対策など事業実行に

関する技術指導を通じて、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 ２件、事業対象区域面積 ６７ha

・事業対象都道府県：京都府

・総事業費： １９１,３７８ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） ３２１,３２１ 千円

総費用（Ｃ） １５０,７６５ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．１３

第三者委員会の意見

評 価 結 果 ・必要性:水源涵養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とす
かん

るなど事業採択の必須要件をすべて満たしており、水源涵養など水土
かん

保全機能の発揮のため早急に森林を造成する必要があることから、事

業の必要性が認められる。

・効率性:投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認めら

れる。

・有効性:干害対策や針広混交林化等水源涵養など水土保全機能の着実な発揮の
かん

ために必要な施業等が計画されており、事業の有効性が認められる。



事前評価個表

整理

番号
15

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ26～（おおむね80年間）

事業実施地区名 淀川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、降水量が少なく、脆弱な地質の山地が多い本流域内の民間による

造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するため、独立行政法人森林総
かん

合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を行

うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が造林地所有者、造林者と分

収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び干害対策など事業実行に

関する技術指導を通じて、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 １件、事業対象区域面積 １４ha

・事業対象都道府県：京都府

・総事業費： ３９,９８６ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） ８２,６３１ 千円

総費用（Ｃ） ３１,５００ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．６２

第三者委員会の意見

評 価 結 果 ・必要性:水源涵養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とす
かん

るなど事業採択の必須要件をすべて満たしており、水源涵養など水土
かん

保全機能の発揮のため早急に森林を造成する必要があることから、事

業の必要性が認められる。

・効率性:投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認めら

れる。

・有効性:干害対策や針広混交林化等水源涵養など水土保全機能の着実な発揮の
かん

ために必要な施業等が計画されており、事業の有効性が認められる。



事前評価個表

整理

番号
16

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ26～（おおむね80年間）

事業実施地区名 宮川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、全般に地形が急峻で温暖多雨な本流域内の民間による造林が困難

な奥地水源地域において水源を涵養するため、独立行政法人森林総合研究所が
かん

分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を行うことを目

的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が造林地所有者、造林者と分

収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及びシカによる食害対策など

事業実行に関する技術指導を通じて、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 ５件、事業対象区域面積 ３３ha

・事業対象都道府県：三重県

・総事業費： ９４,２６０ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） １８４,４７０ 千円

総費用（Ｃ） ７４,２６０ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．４８

第三者委員会の意見

評 価 結 果 ・必要性:水源涵養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とす
かん

るなど事業採択の必須要件をすべて満たしており、水源涵養など水土
かん

保全機能の発揮のため早急に森林を造成する必要があることから、事

業の必要性が認められる。

・効率性:投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認めら

れる。

・有効性:シカによる食害対策や針広混交林化等水源涵養など水土保全機能の着
かん

実な発揮のために必要な施業等が計画されており、事業の有効性が認

められる。



事前評価個表

整理

番号
17

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ26～（おおむね80年間）

事業実施地区名 熊野川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、全般に地形が急峻で温暖多雨な本流域内の民間による造林が困難

な奥地水源地域において水源を涵養するため、独立行政法人森林総合研究所が
かん

分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を行うことを目

的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が造林地所有者、造林者と分

収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及びシカによる食害対策など

事業実行に関する技術指導を通じて、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 １４件、事業対象区域面積 ２６４ha

・事業対象都道府県：三重県、奈良県、和歌山県

・総事業費： ７７８,１０６ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） １,７９７,２０３ 千円

総費用（Ｃ） ６１２,９７１ 千円

分析結果 （Ｂ／Ｃ） ２．９３

第三者委員会の意見

評 価 結 果 ・必要性:水源涵養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とす
かん

るなど事業採択の必須要件をすべて満たしており、水源涵養など水土
かん

保全機能の発揮のため早急に森林を造成する必要があることから、事

業の必要性が認められる。

・効率性:投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認めら

れる。

・有効性:シカによる食害対策や針広混交林化等水源涵養など水土保全機能の着
かん

実な発揮のために必要な施業等が計画されており、事業の有効性が認

められる。



事前評価個表

整理

番号
18

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ26～（おおむね80年間）

事業実施地区名 紀ノ川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、全般に地形が急峻で温暖多雨な本流域内の民間による造林が困難

な奥地水源地域において水源を涵養するため、独立行政法人森林総合研究所が
かん

分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を行うことを目

的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が造林地所有者、造林者と分

収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及びシカによる食害対策など

事業実行に関する技術指導を通じて、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 ３件、事業対象区域面積 ２２ha

・事業対象都道府県：奈良県

・総事業費： ６３,４６０ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） １１３,７３６ 千円

総費用（Ｃ） ４９,９８８ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．２８

第三者委員会の意見

評 価 結 果 ・必要性:水源涵養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とす
かん

るなど事業採択の必須要件をすべて満たしており、水源涵養など水土
かん

保全機能の発揮のため早急に森林を造成する必要があることから、事

業の必要性が認められる。

・効率性:投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認めら

れる。

・有効性:シカによる食害対策や針広混交林化等水源涵養など水土保全機能の着
かん

実な発揮のために必要な施業等が計画されており、事業の有効性が認

められる。



事前評価個表

整理

番号
19

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ26～（おおむね80年間）

事業実施地区名 加古川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、降水量が少なく、脆弱な地質の山地が多い本流域内の民間による

造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するため、独立行政法人森林総
かん

合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を行

うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が造林地所有者、造林者と分

収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び干害対策など事業実行に

関する技術指導を通じて、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 ４件、事業対象区域面積 ７６ha

・事業対象都道府県：兵庫県

・総事業費： ２１９,２１５ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） ４５２,０９７ 千円

総費用（Ｃ） １７２,６９２ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．６２

第三者委員会の意見

評 価 結 果 ・必要性:水源涵養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とす
かん

るなど事業採択の必須要件をすべて満たしており、水源涵養など水土
かん

保全機能の発揮のため早急に森林を造成する必要があることから、事

業の必要性が認められる。

・効率性:投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認めら

れる。

・有効性:干害対策や針広混交林化等水源涵養など水土保全機能の着実な発揮の
かん

ために必要な施業等が計画されており、事業の有効性が認められる。



事前評価個表

整理

番号
20

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ26～（おおむね80年間）

事業実施地区名 高梁・吉井川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、降水量が少なく、脆弱な地質の山地が多い本流域内の民間による

造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するため、独立行政法人森林総
かん

合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を行

うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が造林地所有者、造林者と分

収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び干害対策など事業実行に

関する技術指導を通じて、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 １０件、事業対象区域面積 １１６ha

・事業対象都道府県：岡山県、広島県

・総事業費： ３１６,８７０ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） ５７８,３８２ 千円

総費用（Ｃ） ２４９,６２１ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．３２

第三者委員会の意見

評 価 結 果 ・必要性:水源涵養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とす
かん

るなど事業採択の必須要件をすべて満たしており、水源涵養など水土
かん

保全機能の発揮のため早急に森林を造成する必要があることから、事

業の必要性が認められる。

・効率性:投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認めら

れる。

・有効性:干害対策や針広混交林化等水源涵養など水土保全機能の着実な発揮の
かん

ために必要な施業等が計画されており、事業の有効性が認められる。



事前評価個表

整理

番号
21

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ26～（おおむね80年間）

事業実施地区名 円山・千代川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、降水量が少なく、脆弱な地質の山地が多い本流域内の民間による

造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するため、独立行政法人森林総
かん

合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を行

うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が造林地所有者、造林者と分

収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び干害対策など事業実行に

関する技術指導を通じて、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 ９件、事業対象区域面積 １７９ha

・事業対象都道府県：兵庫県、鳥取県

・総事業費： ４６８,０８３ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） ９８３,２７５ 千円

総費用（Ｃ） ３６８,７４９ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．６７

第三者委員会の意見

評 価 結 果 ・必要性:水源涵養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とす
かん

るなど事業採択の必須要件をすべて満たしており、水源涵養など水土
かん

保全機能の発揮のため早急に森林を造成する必要があることから、事

業の必要性が認められる。

・効率性:投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認めら

れる。

・有効性:干害対策や針広混交林化等水源涵養など水土保全機能の着実な発揮の
かん

ために必要な施業等が計画されており、事業の有効性が認められる。



事前評価個表

整理

番号
22

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ26～（おおむね80年間）

事業実施地区名 江の川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、降水量が少なく、脆弱な地質の山地が多い本流域内の民間による

造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するため、独立行政法人森林総
かん

合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を行

うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が造林地所有者、造林者と分

収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び干害対策など事業実行に

関する技術指導を通じて、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 ２０件、事業対象区域面積 ２２５ha

・事業対象都道府県：島根県、広島県

・総事業費： ５７２,４４３ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） １,２００,３０８ 千円

総費用（Ｃ） ４５０,９６９ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．６６

第三者委員会の意見

評 価 結 果 ・必要性:水源涵養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とす
かん

るなど事業採択の必須要件をすべて満たしており、水源涵養など水土
かん

保全機能の発揮のため早急に森林を造成する必要があることから、事

業の必要性が認められる。

・効率性:投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認めら

れる。

・有効性:干害対策や針広混交林化等水源涵養など水土保全機能の着実な発揮の
かん

ために必要な施業等が計画されており、事業の有効性が認められる。



事前評価個表

整理

番号
23

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ26～（おおむね80年間）

事業実施地区名 芦田・佐波川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、降水量が少なく、脆弱な地質の山地が多い本流域内の民間による

造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するため、独立行政法人森林総
かん

合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を行

うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が造林地所有者、造林者と分

収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び干害対策など事業実行に

関する技術指導を通じて、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 ９件、事業対象区域面積 ８９ha

・事業対象都道府県：広島県、山口県

・総事業費： ２３４,９１７ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） ４９７,５５２ 千円

総費用（Ｃ） １８５,０６３ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．６９

第三者委員会の意見

評 価 結 果 ・必要性:水源涵養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とす
かん

るなど事業採択の必須要件をすべて満たしており、水源涵養など水土
かん

保全機能の発揮のため早急に森林を造成する必要があることから、事

業の必要性が認められる。

・効率性:投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認めら

れる。

・有効性:干害対策や針広混交林化等水源涵養など水土保全機能の着実な発揮の
かん

ために必要な施業等が計画されており、事業の有効性が認められる。



事前評価個表

整理

番号
24

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ26～（おおむね80年間）

事業実施地区名 高津川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、降水量が少なく、脆弱な地質の山地が多い本流域内の民間による

造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するため、独立行政法人森林総
かん

合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を行

うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が造林地所有者、造林者と分

収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び干害対策など事業実行に

関する技術指導を通じて、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 ９件、事業対象区域面積 １４０ha

・事業対象都道府県：島根県、山口県

・総事業費： ３５６,３２１ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） ７８７,４９３ 千円

総費用（Ｃ） ２８０,７０８ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．８１

第三者委員会の意見

評 価 結 果 ・必要性:水源涵養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とす
かん

るなど事業採択の必須要件をすべて満たしており、水源涵養など水土
かん

保全機能の発揮のため早急に森林を造成する必要があることから、事

業の必要性が認められる。

・効率性:投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認めら

れる。

・有効性:干害対策や針広混交林化等水源涵養など水土保全機能の着実な発揮の
かん

ために必要な施業等が計画されており、事業の有効性が認められる。



事前評価個表

整理

番号
25

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ26～（おおむね80年間）

事業実施地区名 重信・肱川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、降水量が少なく、脆弱な地質の山地が多い本流域内の民間による

造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するため、独立行政法人森林総
かん

合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を行

うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が造林地所有者、造林者と分

収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及び干害対策など事業実行に

関する技術指導を通じて、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 ３件、事業対象区域面積 ４５ha

・事業対象都道府県：香川県、愛媛県

・総事業費： １２４,０６０ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） ２１０,３８７ 千円

総費用（Ｃ） ９７,７３１ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．１５

第三者委員会の意見

評 価 結 果 ・必要性:水源涵養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とす
かん

るなど事業採択の必須要件をすべて満たしており、水源涵養など水土
かん

保全機能の発揮のため早急に森林を造成する必要があることから、事

業の必要性が認められる。

・効率性:投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認めら

れる。

・有効性:干害対策や針広混交林化等水源涵養など水土保全機能の着実な発揮の
かん

ために必要な施業等が計画されており、事業の有効性が認められる。



事前評価個表

整理

番号
26

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ26～（おおむね80年間）

事業実施地区名 吉野・仁淀川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、全般に地形が急峻で温暖多雨な本流域内の民間による造林が困難

な奥地水源地域において水源を涵養するため、独立行政法人森林総合研究所が
かん

分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を行うことを目

的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が造林地所有者、造林者と分

収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及びシカによる食害対策など

事業実行に関する技術指導を通じて、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 １０件、事業対象区域面積 ７９ha

・事業対象都道府県：徳島県、高知県、愛媛県

・総事業費： ２０８,７４３ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） ５００,３１３ 千円

総費用（Ｃ） １６４,４４２ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ３．０４

第三者委員会の意見

評 価 結 果 ・必要性:水源涵養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とす
かん

るなど事業採択の必須要件をすべて満たしており、水源涵養など水土
かん

保全機能の発揮のため早急に森林を造成する必要があることから、事

業の必要性が認められる。

・効率性:投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認めら

れる。

・有効性:シカによる食害対策や針広混交林化等水源涵養など水土保全機能の着
かん

実な発揮のために必要な施業等が計画されており、事業の有効性が認

められる。



事前評価個表

整理

番号
27

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ26～（おおむね80年間）

事業実施地区名 四万十川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、温暖で降水量が多く、台風の常襲地帯である本流域内の民間によ

る造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するため、独立行政法人森林
かん

総合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を

行うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が造林地所有者、造林者と分

収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及びシカによる食害対策など

事業実行に関する技術指導を通じて、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 ８件、事業対象区域面積 ５６ha

・事業対象都道府県：愛媛県、高知県

・総事業費： １４５,８５４ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） ３６０,４８９ 千円

総費用（Ｃ） １１４,９０５ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ３．１４

第三者委員会の意見

評 価 結 果 ・必要性:水源涵養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とす
かん

るなど事業採択の必須要件をすべて満たしており、水源涵養など水土
かん

保全機能の発揮のため早急に森林を造成する必要があることから、事

業の必要性が認められる。

・効率性:投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認めら

れる。

・有効性:シカによる食害対策や針広混交林化等水源涵養など水土保全機能の着
かん

実な発揮のために必要な施業等が計画されており、事業の有効性が認

められる。



事前評価個表

整理

番号
28

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ26～（おおむね80年間）

事業実施地区名 遠賀・大野川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、温暖で降水量が多く、台風の常襲地帯である本流域内の民間によ

る造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するため、独立行政法人森林
かん

総合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を

行うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が造林地所有者、造林者と分

収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及びシカによる食害対策など

事業実行に関する技術指導を通じて、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 ４件、事業対象区域面積 ４３ha

・事業対象都道府県：福岡県、大分県

・総事業費： １１０,８２９ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） ２５７,６６５ 千円

総費用（Ｃ） ８７,３０７ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．９５

第三者委員会の意見

評 価 結 果 ・必要性:水源涵養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とす
かん

るなど事業採択の必須要件をすべて満たしており、水源涵養など水土
かん

保全機能の発揮のため早急に森林を造成する必要があることから、事

業の必要性が認められる。

・効率性:投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認めら

れる。

・有効性:シカによる食害対策や針広混交林化等水源涵養など水土保全機能の着
かん

実な発揮のために必要な施業等が計画されており、事業の有効性が認

められる。



事前評価個表

整理

番号
29

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ26～（おおむね80年間）

事業実施地区名 筑後川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、温暖で降水量が多く、台風の常襲地帯である本流域内の民間によ

る造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するため、独立行政法人森林
かん

総合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を

行うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が造林地所有者、造林者と分

収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及びシカによる食害対策など

事業実行に関する技術指導を通じて、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 １件、事業対象区域面積 ６ha

・事業対象都道府県：福岡県

・総事業費： １６,６３７ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） ４１,７９４ 千円

総費用（Ｃ） １３,１０６ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ３．１９

第三者委員会の意見

評 価 結 果 ・必要性:水源涵養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とす
かん

るなど事業採択の必須要件をすべて満たしており、水源涵養など水土
かん

保全機能の発揮のため早急に森林を造成する必要があることから、事

業の必要性が認められる。

・効率性:投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認めら

れる。

・有効性:シカによる食害対策や針広混交林化等水源涵養など水土保全機能の着
かん

実な発揮のために必要な施業等が計画されており、事業の有効性が認

められる。



事前評価個表

整理

番号
30

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ26～（おおむね80年間）

事業実施地区名 菊池・球磨川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、温暖で降水量が多く、台風の常襲地帯である本流域内の民間によ

る造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するため、独立行政法人森林
かん

総合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を

行うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が造林地所有者、造林者と分

収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及びシカによる食害対策など

事業実行に関する技術指導を通じて、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 ６件、事業対象区域面積 １１３ha

・事業対象都道府県：熊本県

・総事業費： ２８７,９６２ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） ６５１,８７２ 千円

総費用（Ｃ） ２２６,８５１ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．８７

第三者委員会の意見

評 価 結 果 ・必要性:水源涵養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とす
かん

るなど事業採択の必須要件をすべて満たしており、水源涵養など水土
かん

保全機能の発揮のため早急に森林を造成する必要があることから、事

業の必要性が認められる。

・効率性:投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認めら

れる。

・有効性:シカによる食害対策や針広混交林化等水源涵養など水土保全機能の着
かん

実な発揮のために必要な施業等が計画されており、事業の有効性が認

められる。



事前評価個表

整理

番号
31

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ26～（おおむね80年間）

事業実施地区名 大淀川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、温暖で降水量が多く、台風の常襲地帯である本流域内の民間によ

る造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するため、独立行政法人森林
かん

総合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を

行うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が造林地所有者、造林者と分

収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及びシカによる食害対策など

事業実行に関する技術指導を通じて、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 １５件、事業対象区域面積 ２３８ha

・事業対象都道府県：宮崎県

・総事業費： ５７３,１５８ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） １,５８０,６２５ 千円

総費用（Ｃ） ４５１,５３０ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ３．５０

第三者委員会の意見

評 価 結 果 ・必要性:水源涵養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とす
かん

るなど事業採択の必須要件をすべて満たしており、水源涵養など水土
かん

保全機能の発揮のため早急に森林を造成する必要があることから、事

業の必要性が認められる。

・効率性:投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認めら

れる。

・有効性:シカによる食害対策や針広混交林化等水源涵養など水土保全機能の着
かん

実な発揮のために必要な施業等が計画されており、事業の有効性が認

められる。



事前評価個表

整理

番号
32

事 業 名 水 源 林 造 成 事 業 事業計画期間 Ｈ26～（おおむね80年間）

事業実施地区名 川内・肝属川広域流域 事業実施主体 独立行政法人森林総合研究所

事業の概要・目的 当事業は、温暖で降水量が多く、台風の常襲地帯である本流域内の民間によ

る造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するため、独立行政法人森林
かん

総合研究所が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を

行うことを目的としている。

具体的には、水源涵養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、粗悪
かん

林相地等において、独立行政法人森林総合研究所が造林地所有者、造林者と分

収造林契約を締結し、森林整備のための費用負担及びシカによる食害対策など

事業実行に関する技術指導を通じて、水源林を造成するものである。

・主な事業内容：箇所数 ３件、事業対象区域面積 ３８ha

・事業対象都道府県：鹿児島県

・総事業費： １０１,０９１ 千円

費用対効果分析 総便益（Ｂ） ２５６,５５３ 千円

総費用（Ｃ） ７９,６３７ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ３．２２

第三者委員会の意見

評 価 結 果 ・必要性:水源涵養保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地等を対象とす
かん

るなど事業採択の必須要件をすべて満たしており、水源涵養など水土
かん

保全機能の発揮のため早急に森林を造成する必要があることから、事

業の必要性が認められる。

・効率性:投下する費用を上回る効果が見込まれており、事業の効率性が認めら

れる。

・有効性:シカによる食害対策や針広混交林化等水源涵養など水土保全機能の着
かん

実な発揮のために必要な施業等が計画されており、事業の有効性が認

められる。


